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以下の文章は、 『日本経済新聞』 (2020/6/5 22: 00 日本経済新聞 宙子版） に掲載された記半です。 少了化が

社会問題としてよく取り上げられていますが、 このことは多くの先進国でも共通の課題となっています。

あなたはこの状況についてどのように考えますか。 記事の内容を参考に具体例も挙げながら、 そのように考え

る根拠について 800 字以内で述べなさい。

（下のページは、 下古き用に使っても構いません。 ただし、 解答文は解答用紙のマス目に横書きで消寄してくだ

さい。）

先進国、出生率軒並み低下手厚い支援のフランスも

合計特殊出生率(l人の女性が生涯に産む子どもの数）の低下は欧米やアジアの先進国・地域で共通の課題だ。

俊等生とされるフランスも近年は低下傾向で、 韓国は1を割った。 各国は少子化対策の知恵比ぺに入っている。

日本は幼児教育の無償化や待機児童の解消といった対策を打ち出してきたものの、 仕事と育児の両立が進まず、

結婚や出産を遠ざけている。
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少子化対策の成功例とされるフランスでも 2008 年の 2.01 から18 年

に 1.88 に低下した。 人口を維持できる水準の 2 を下回った。（中略）韓

国は 18 年に初めて 1 を下回って世界最低水準となった。 19 年は 0.92

で政策の効果が上がっていない。女性の有児と仕事の両立が進んでいな

い。 住宅価格も高騰し、 子どもを育てる余裕がなくなっているようだ。

上昇しているのがドイツとスイスだ。 ドイツは父親が積極的に育児に

参加している。 18 年は 1.57 と 0.19 ポイント上昇した。 独政府は 13 年

から1歳以上のすべての子どもに対して保育を受ける権利を保障した。

07 年に育児休業中の所得を 67 ％まで補填する「両親手当」を導入。

一方の親のみだと受給期間は 12 カ月だが、 両親とも休業すると 14 カ

月になる仕組みとした。父親の育休取得率は 19 年時点で 35.8 ％になっ

た。

日本の出生率は 05 年に 1.26 と過去最低となった。 その後回復し、近

年は 1.4 台で推移した。今回は 8 年ぶりに 1.3 台に落ち込んだ。

15 年に決定した少子化対策大綱の数値目標の達成は赤信号がともる。 待機児童の解消を 17 年度末に目指した

が、 いまだに実現していない。 男性の育児休業の取得率は 13 年度の 2 ％から 20 年に 13 ％に高めるとしていた。

足元では6％にとどまる。

育児との両立が可能な働き方の定祐も課題だ。 男女ともに出産や子育て期に業務を絞り、 フルタイムに戻ると

いったイ動き方がしにくいと、 育児休業の取得は進まない。

19 年の婚姻件数は 59 万 8965 組と前年より 1 万 2484 組増えた。 改元の影響で 7 年ぶりに増えた。 ただ、 新

型コロナウイルスの影署で家計が厳しくなるとみて妊娠を先送りする夫婦が増えている恐れがある。

u 本もドイツの例を参考に父親の育児参加を促すような取り組みが要る。 コロナをきっかけに広がった在宅勤

務の活用もカギとなる。
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